
アンケート回答結果から今後の支援まで

※アンケート結果から

①従業員数：０～５名、６～２０名が多い ⇒ 小規模事業者対策

②売上減少（見込み）事業所：回答の約７割 ⇒ 支援策等の周知強化

③業種：②のうち「サービス・飲食業」の割合が多い ⇒ ピンポイント支援

④その他：公的制度の利用率が高いものの、利用していない事業者も。

※結果対応

①小規模事業者持続化補助金、マル経融資

②支援金などの周知活動（ex・65歳以上経営者）

③ピクトグラム、小冊子の作成および配布

④個別相談会の強化（経営課題・雇用関係）、

セミナー開催（オンラインも併用）

今後の支援（２本柱）
①支援策の周知活動を継続

⇒ ・各種相談会の開催
・各種セミナーによる啓蒙活動

②年末、年度末の資金需要に対する対応強化
⇒ ・各種相談会の開催

・資金繰り表対策


